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平成２８年度における独占禁止法違反事件の処理状況について 

 

平成２９年６月７日 

公 正 取 引 委 員 会 

 

 

はじめに 

公正取引委員会は，迅速かつ実効性のある事件審査を行うとの基本方針の下，国民生

活に影響の大きい価格カルテル・入札談合・受注調整，中小事業者等に不当に不利益を

もたらす優越的地位の濫用や不当廉売など，社会的ニーズに的確に対応した多様な事件

に厳正かつ積極的に対処することとしている。 

平成２８年度においては，電力分野に係る情報提供窓口（平成２８年３月設置）に加

え，農業分野，ＩＴ・デジタル関連分野に係る情報提供窓口を設置（同４月，１０月）

し，これら分野における独占禁止法違反被疑行為に係る情報収集及び事件処理に積極的

に取り組んだ。 

平成２８年度における独占禁止法違反事件の処理状況は，次のとおりである。 
 

第１ 審査事件の概況 

 

１ 法的措置等の状況 

 

(1) 排除措置命令等の状況 

平成２８年度においては，独占禁止法違反行為について，延べ５１名の事業者

に対して，１１件の排除措置命令を行った。排除措置命令１１件の内訳は，価格

カルテル１件，入札談合（官公需）５件，受注調整（民需）３件，不公正な取引

方法２件となっている。不公正な取引方法２件を除いた９件の市場規模は，総額

約３８００億円超である。 

 
図１ 排除措置命令件数等の推移 
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第１から第３までに関する問い合わせ 公正取引委員会事務総局審査局管理企画課 

電話 ０３－３５８１－３３８１（直通） 

第４及び第５に関する問い合わせ   公正取引委員会事務総局官房総務課審決訟務室

電話 ０３－３５８１－５４７８（直通） 

ホームページ            http：//www.jftc.go.jp/ 
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また，平成２８年度においては，違反行為は認定したが，特に排除措置を命ずる

必要があるとは認められないとして審査を終了し，公表した事例が１件あった。 

そのほか，排除措置命令を行うに足る証拠が得られなかった場合であっても，違

反の疑いのある行為が認められたときには，関係事業者等に対し，事前説明を行っ

た上で警告・公表を行い，必要に応じ是正措置を採るよう指導しているところであ

り，平成２８年度においては，１０件の警告・公表を行った。 

 

(2) 課徴金納付命令等の状況 

平成２８年度においては，延べ３３名の事業者に対して，総額９７億９６９６

万円の課徴金納付命令を行った。このうち，課徴金納付命令後に刑事事件裁判が

確定した９名の事業者に対して，独占禁止法第６３条第１項の規定に基づき，課

徴金納付命令に係る課徴金の一部を控除する決定を，また，１名の事業者に対し

て，同条第２項に基づき，課徴金納付命令を取り消す決定を行った（以下「罰金

調整」という。）。 

罰金調整の結果，平成２８年における課徴金額は，延べ３２名の事業者に対し

て，総額９１億４３０１万円であり，一事業者当たりの課徴金額の平均は２億８５

７１万円（注１）であった。 

 
（注１） 一事業者当たりの課徴金額の平均については，１万円未満切捨て。 

 

図２ 課徴金額等の推移 
                                                                 （注）課徴金額については，千万円未満切捨て。 

  
 

図３ 一事業者当たりの課徴金額（平均）の推移 
（注）課徴金額については，１万円未満切捨て。 
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価格カルテル・入札談合等の不当な取引制限に対する課徴金算定率については，

違反を繰り返した事業者又は違反行為において主導的な役割を果たした事業者に

対する算定率の５割の割増し及び早期に違反行為をやめた事業者に対する算定率

の２割の軽減が適用されることとなっている（注２）。 

平成２８年度においては，違反を繰り返した事業者に対する割増算定率が４件

における延べ４名に対して，主導的な役割を果たした事業者に対する割増算定率

が２件における延べ４名に対して，また，早期に違反行為をやめた事業者に対す

る軽減算定率が３件における延べ１４名に対して，それぞれ適用された。 
 

（注２）① 調査開始日から遡り，１０年以内に課徴金納付命令を受けたことがある場合，又

は違反行為において主導的な役割を果たした場合，５割加算した率を適用（例えば，

製造業（中小事業者以外）にあっては，課徴金算定率が１０パーセントであるとこ

ろ１５パーセントに，また，両方の場合を満たすときは２０パーセントに，それぞ

れ割増しされる。）。 

② 違反行為の期間が２年未満で，調査開始日の１か月前までに違反行為をやめてい

た場合，２割軽減した率を適用（例えば，製造業（中小事業者以外）にあっては，

課徴金算定率が１０パーセントであるところ，８パーセントに軽減される。）。 

 

２ 申告の状況 

平成２８年度において，独占禁止法の規定に違反すると考えられる事実について公

正取引委員会に寄せられた報告（申告）の件数は，７，２２４件であった。 

申告が書面で具体的な事実を摘示して行われるなど一定の要件を満たした場合には，

申告者に対して措置結果等を通知することとされているところ，平成２８年度におい

ては，７，０６４件の通知を行った。 

 
図４ 申告件数の推移
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３ 課徴金減免制度 
課徴金減免制度に基づき，事業者により自らの違反行為に係る事実の報告等が行わ

れた件数は，平成２８年度において，１２４件であった（平成１８年１月の制度導入

時から平成２８年度末までの累計は１，０６２件）。 

また，平成２８年度においては，価格カルテル・入札談合・受注調整事件９件にお

ける延べ２８名の課徴金減免制度の適用事業者について，これらの事業者の名称,減

免の状況等を公表した（注３）。 

なお，課徴金減免制度の導入から平成２８年度末までの運用状況については別添１

のとおりである。 

 
（注３） 公正取引委員会は，法運用の透明性等の観点から，課徴金減免制度が適用された事

業者について，課徴金納付命令を行った際に，当委員会のウェブサイトに，当該事業

者の名称，所在地，代表者名及び免除の事実又は減額の率等を公表することとしてい

る（ただし，平成２８年５月３１日以前に課徴金減免の申請を行った事業者について

は，当該事業者から公表の申出があった場合に，公表している。）。 

ウェブサイト http://www.jftc.go.jp/dk/seido/genmen/kouhyou/index.html 

  
表１ 課徴金減免申請件数の推移 

（単位：件） 

年度 ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ 
 累計 

（注４） 

申請 

件数 
１３１ １４３ １０２ ５０ ６１ １０２ １２４ 

 
１，０６２

（注４） 課徴金減免制度が導入された平成１８年１月４日から平成２９年３月末までの件数

の累計。 

 
 

表２ 課徴金減免制度の適用状況 

（単位：件，名） 

年度 ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ 

 
累計 

（注６）

課徴金減免制度の適用

が公表された法的措置

件数（注５） 

７ ９ １９ １２ ４ ７ ９ 

 

１１８ 

課徴金減免制度の適用

が公表された事業者数 
１０ ２７ ４１ ３３ １０ １９ ２８ 

 

２９２ 

（注５） 法的措置とは，排除措置命令及び課徴金納付命令であり，一つの事件について，排

除措置命令と課徴金納付命令がともに行われている場合には，法的措置件数を１件と

している。 

（注６） 課徴金減免制度が導入された平成１８年１月４日から平成２９年３月末までの件数

の累計。 
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第２ 行為類型別の事件概要 

 

１ 価格カルテル・入札談合・受注調整事件 

 

(1) 価格カルテル事件 

平成２８年度においては，壁紙の販売業者による価格カルテル事件について，１

件の法的措置を採った。 

 
壁紙の販売価格を引き上げる旨を合意していた。 

（平成２９年３月１３日 排除措置命令及び課徴金納付命令） 

（課徴金総額：２４６１万円） 
 

 (2) 入札談合事件 

平成２８年度においては，東日本高速道路株式会社東北支社が発注する東日本大

震災に係る舗装災害復旧工事の入札参加業者による入札談合事件，東日本高速道路

株式会社関東支社が発注する東日本大震災に係る舗装災害復旧工事の入札参加業

者による入札談合事件，消防救急デジタル無線機器の製造販売業者による入札談合

事件，地方公共団体等が宮城県又は福島県の区域を施工場所として発注する施設園

芸用施設の建設工事の工事業者による入札談合事件，及び防衛装備庁が発注するビ

ニロン又は難燃ビニロンを材料として使用する繊維製品の入札参加業者による入札

談合事件について，５件の法的措置を採った。 

 
東日本高速道路株式会社東北支社が発注する東日本大震災に係る舗装災害復旧工事

について，受注予定者を決定し，受注予定者が受注できるようにしていた。 

（平成２８年９月６日 排除措置命令及び課徴金納付命令） 

（平成２８年１２月１３日 課徴金納付命令に係る課徴金の一部を控除する決定及

び課徴金納付命令を取り消す決定） 

（決定後の課徴金総額：７億５５５６万円） 

 
東日本高速道路株式会社関東支社が発注する東日本大震災に係る舗装災害復旧工事

について，受注予定者及び受注予定者が受注できるように協力する旨を合意していた。

（平成２８年９月２１日 排除措置命令及び課徴金納付命令） 

（課徴金総額：４億８０２９万円） 
 

消防救急デジタル無線機器について，納入予定メーカーを決定し，納入予定メーカ

ー以外の者は，納入予定メーカーが納入できるように協力する旨を合意していた。 

（平成２９年２月２日 排除措置命令及び課徴金納付命令） 

（課徴金総額：６３億４４９０万円） 
 

地方公共団体等が宮城県又は福島県の区域を施工場所として発注する施設園芸用施

設工事について，受注予定者を決定し，受注予定者が受注できるようにしていた。 

（平成２９年２月１６日 排除措置命令及び課徴金納付命令） 

（課徴金総額：５億９２５３万円） 
 

防衛装備庁発注のビニロン製品について，受注予定者を決定し，受注予定者が受注

できるようにしていた。 

（平成２９年３月１０日 排除措置命令及び課徴金納付命令） 

（課徴金総額：２億２３００万円） 
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(3) 受注調整事件 

平成２８年度においては，東京電力が発注する電力保安通信用機器の製造販売

業者による受注調整事件，中部電力株式会社が発注するハイブリッド光通信装置

及び伝送路用装置の製造販売業者による受注調整事件について，３件の法的措置

を採った。 

また，欧州国債の取引を行う事業者による受注調整事件について，１件の警告

を行った。 

 
東京電力ホールディングス株式会社（平成２８年４月１日に東京電力株式会社から

商号変更）が発注する電力保安通信用機器について，納入予定メーカーを決定し，納

入予定メーカーが納入できるようにしていた。 

（平成２８年７月１２日 排除措置命令及び課徴金納付命令） 

（課徴金総額：４億２９１万円） 

 
中部電力株式会社が発注するハイブリッド光通信装置について，受注予定者を決定

し，受注予定者が受注できるようにしていた。  

（平成２９年２月１５日 排除措置命令及び課徴金納付命令） 

（課徴金総額：２億３６８９万円） 

 
中部電力株式会社が発注する伝送路用装置について，受注予定者を決定し，受注予

定者が受注できるようにしていた。  

（平成２９年２月１５日 排除措置命令及び課徴金納付命令） 

（課徴金総額：８２３２万円） 

 
ドイツ証券株式会社が，他の証券会社との間で，欧州国債について，継続して，我

が国に所在する顧客からの引き合いに関する情報，価格に関する情報等を交換するな

どし，また，他の証券会社と共同して，欧州国債のうち我が国に所在する顧客が電話

取引により複数銘柄に対する見積価格の提示を求める方法で売買の発注を行うものに

ついて，受注予定者を決定し，受注予定者が受注できるようにしていた疑い。 

（平成２９年３月１５日 警告） 

 

 

２ 中小事業者等に不当に不利益をもたらす不公正な取引方法 

 

(1) 優越的地位の濫用 

優越的地位の濫用行為に係る調査を効率的かつ効果的に行い，必要な是正措置を

講じていくことを目的とした「優越的地位濫用事件タスクフォース」を設置し,調

査を行っているところ，平成２８年度においては，４８件の注意を行った（別添２

参照）。 

 

(2) 不当廉売 

平成２８年度においては，酒類，石油製品，家庭用電気製品等の小売業に係る不

当廉売の申告に対し迅速処理（注７）を行い，不当廉売につながるおそれがあると

して１，１５５件の注意を行った（表３）。 
 
（注７） 原則として，申告のあった不当廉売事案に対し可能な限り迅速に処理する（原則

２か月以内）という方針に基づいて行う処理をいう。 
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  表３ 平成２８年度の不当廉売事案の注意件数（迅速処理によるもの） 

       （単位：件）    

 酒類 石油製品 家電製品 その他 合計 

注意件数 420 732 1 2 1,155

 

 
図５ 不当廉売事案の注意件数の推移 

 
 

 

３ その他の不公正な取引方法 

平成２８年度においては，コールマンジャパン株式会社による再販売価格の拘束

事件及び土佐あき農業協同組合による拘束条件付取引事件について，２件の法的措

置を採った。 

また，ワン・ブルー・エルエルシーによる競争者に対する取引妨害が認められた

が，当該違反行為は既になくなっており，特に排除措置を命ずる必要があるとは認

められなかった。 

このほか，義務教育諸学校で使用する教科書の発行者による不当な利益による顧

客誘引事件について，９件の警告を行った。 

 
コールマンジャパン株式会社は，キャンプ用品の実店舗における販売又はインタ

ーネットを利用した販売に関し，自ら又は取引先卸売業者を通じて，小売業者に，

次の販売ルールに従って販売するようにさせていた。 

① キャンプ用品ごとに定める下限の価格以上の価格で販売すること。 

② 割引販売は，他社の商品を含めた全ての商品を対象として実施する場合又は

実店舗における在庫処分を目的として，コールマンジャパン株式会社が指定す

る日以降，チラシ広告を行わずに，一部の商品を除いて実施する場合に限り行

うこと。 

（平成２８年６月１５日 排除措置命令） 
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土佐あき農業協同組合は，なすの販売を受託することができる組合員を支部員又

は支部園芸部から集出荷場の利用を了承された者に限定していたところ，次のとお

り，組合員からなすの販売を受託していた。 

① 自ら以外の者になすを出荷したことにより支部園芸部を除名されるなどした

者からなすの販売を受託しないこととして，なすの販売を受託していた。 

② 支部員が集出荷場を利用することなく農協以外への出荷を行った場合に徴収

される系統外出荷手数料（農協以外の事業者に対する販売金額の３．５％）に

ついて，自らの販売事業の経費（農協職員の人件費等）に充当していた。 

③ 支部園芸部の定めた罰金等を収受し，これを系統出荷が行われたなすに関し

て自らが控除する諸掛預り金と同様に販売事業に係る経費に充てていた。 

（平成２９年３月２９日 排除措置命令） 

 
ワン・ブルー・エルエルシーは，ＦＲＡＮＤ条件でライセンスを受ける意思を有

していた者と認められる記録型ブルーレイディスク（ＢＤ）の製造販売業者と，記

録型ＢＤに係るＢＤ標準規格必須特許のライセンスについて交渉を行っていたが，

ライセンス料について当事者間で合意できなかったことから，ライセンス交渉を促

進させるため，当該製造販売業者の有力な取引先３社に対して，自社が管理するＢ

Ｄ標準規格必須特許の特許権者が当該取引先の特許権侵害行為について差止請求権

を有していること等を内容とする通知書を送付し，自己と我が国における記録型Ｂ

Ｄの取引において競争関係にある事業者とその取引の相手方との取引を不当に妨害

していた。 

（平成２８年１１月１８日 公表） 

  
義務教育諸学校で使用する教科書の発行者９名が，それぞれ，平成２７年度から

使用されている小学校用教科書又は平成２８年度から使用されている中学校用教科

書に関して，その採択に関与する可能性のある教員等に対し，金銭や中元・歳暮等

を提供し，また，懇親会を催して酒類・料理等を提供することにより，正常な商慣

習に照らして不当な利益をもって，競争者の顧客を自己と取引するように誘引して

いた疑い。 

（平成２８年７月６日 警告（９件）） 

 

４ 事業者団体・発注者等への要請等 

○ 教科書協会に対する要請（平成２８年７月６日） 
公正取引委員会は，義務教育諸学校で使用する教科書の発行者による，不当な利

益による顧客誘引事件について，今後，一般社団法人教科書協会の会員が同様の行

為を行わないよう，同協会に対し，次の事項を要請した。 

ア 現在同協会が策定中の「教科書発行者行動規範」の内容について，公正取引

委員会と十分協議すること。 

イ 同協会による「教科書発行者行動規範」の策定後の周知方法及び遵守状況に

係る監査方法について，公正取引委員会と十分協議すること。 
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○ 消防救急デジタル無線機器の発注者に対する連絡（平成２９年２月２日） 
消防救急デジタル無線機器の製造販売業者による入札談合事件の審査の過程にお

いて，消防救急デジタル無線機器の入札等の一部において，次のような疑いのある

事実が認められた。 
ア 特定の製造販売業者の仕様を発注仕様書等に記載している。 
イ 特定の製造販売業者が，指名業者，入札参加資格条件，発注方法の選定等に

関与しているほか，指名業者又は入札参加申請業者を把握している。 
発注仕様書等に特定の製造販売業者の仕様が記載されている場合，契約の相手方

となるべき者について発注者が意向をほのめかしていると受け取られるおそれがあ

り，また，特定の製造販売業者が，指名業者，入札参加資格条件，発注方法の選定

等に関与したり，指名業者又は入札参加申請業者を把握できることは，入札談合等

を行うことを容易にするおそれがあるため，今後，消防救急デジタル無線機器を発

注するに際しては，前記ア，イのようなことのないように留意するよう連絡した。 

 

○ みやぎ農業振興公社に対する申入れ（平成２９年２月１６日） 
公益社団法人みやぎ農業振興公社の担当者が，同公社が設計管理支援業務又は入

札事務を受託した施設園芸用施設工事の入札の実施に当たり，入札の前に特定の工

事業者に対し，工事の予定価格の基となる工事積算金額又は相指名業者の名称を教

示した行為は，工事業者による独占禁止法違反行為を誘発し，又は助長していたも

のと認められることから，公正かつ自由な競争を確保するため，同公社に対し，同

様の行為が再び行われることのないよう適切な措置を講ずることを申し入れた。 
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第３ 独占禁止法違反に係る行政処分に対する取消請求訴訟（注８） 

平成２７年度中に排除措置命令等取消請求訴訟が提起されたものはなく，平成２

８年度当初において係属中の排除措置命令等取消請求訴訟はなかったが，平成２８年

度中に新たに５件（注９）の排除措置命令等取消請求訴訟が東京地方裁判所に提起

されたため（このうち１件については併せて執行停止の申立てがなされた。），平成

２８年度に係属した排除措置命令等取消請求訴訟は５件となった。 

平成２８年度においては，これらのうち判決がなされたものはない（執行停止の

申立て１件については，同年度中に東京地方裁判所において却下決定が出され，確

定した。）（別表第８表参照）。 

 
（注８） 審判制度の廃止に伴い，平成２７年度以降，独占禁止法違反に係る行政処分に対す

る取消請求訴訟は，直接東京地方裁判所に提起する制度となっている。 

（注９） 排除措置命令等取消請求訴訟の件数は，訴訟ごとに裁判所において付される事件番

号の数である。 
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第４ 審判及び審決等の概要 

平成２８年度中に係属していた審判事件数（注１０）は２６０件（うち１３０件

は課徴金納付命令に係るもの）である。平成２８年度においては，１４件の審決を

行った。内訳は，排除措置命令に係る審判請求棄却審決６件及び課徴金納付命令に

係る審判請求棄却審決８件である。 

このほか，１件について被審人から審判請求取下げが行われた。 

この結果，平成２９年３月末時点では２４５件の審判事件が係属中である。 
 

（注１０） 審判事件数は，行政処分に対する審判請求ごとに付される事件番号の数である。 

 

 
図６ 審判係属事件数の推移 

 
 

 

１ 排除措置命令に係る審決 

平成２８年度においては，次の合計６件の排除措置命令に係る審判請求棄却審決

を行った。 

・ 異性化糖及び水あめ・ぶどう糖の製造業者らによる価格カルテル事件に係るも

の２件 

・ ＥＰＳブロックの製造業者及び販売業者による受注調整事件に係るもの４件 

 

２ 課徴金納付命令に係る審決 

平成２８年度においては，次の合計８件の課徴金納付命令に係る審判請求棄却審決

を行った。 

・ 異性化糖及び水あめ・ぶどう糖の製造業者らによる価格カルテル事件に係るも

の２件 

・ ＥＰＳブロックの製造業者及び販売業者による受注調整事件に係るもの５件 

・ 軸受製造販売業者による価格カルテル事件に係るもの１件 
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第５ 審決取消請求訴訟 

平成２８年度当初において係属中の審決取消請求訴訟の件数（注１１）は６件で

あったが，平成２８年度中に新たに３件の審決取消請求訴訟が提起されたため，平

成２８年度に係属した審決取消請求訴訟は９件となった（別表第１１表参照）。 

平成２８年度においては，これらのうち，東京高等裁判所において，原告の請求

を棄却する判決がなされたものが５件（うち２件は上訴期間の経過をもって確定，３件

は原告が上訴）あった。また，最高裁判所において，原告からの上訴（上告及び上

告受理申立て）に対する終局決定（上告棄却及び上告不受理決定）がなされたもの

が１件あった。 

この結果，平成２９年３月末時点では６件の審決取消請求訴訟が係属中である。 
 

（注１１） 審決取消請求訴訟の件数は，第一審裁判所において番号が付される事件の数であ

る。 
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第１表 最近の審査事件処理状況の推移（不当廉売事案で迅速処理したものを除く。） 

（単位：件，名又は円） 

年  度 ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ 

審
査
件
数 

前年度からの繰越し ９ １３ １０ １１ １５ 

年度内新規着手 ２６６ １３７ １１８ １２７ １３４ 

合  計 ２７５ １５０ １２８ １３８ １４９ 

処 
 

理 
 

件 
 

数 

法
的
措
置 

排除措置命令 

対象事業者等数 

２０ 

１２６ 

１８ 

２１０ 

１０ 

１３２ 

９ 

３９ 

１１ 

５１ 

そ
の
他 

 終 了（違反認定） ０ ０ ０ ０ １ 

警 告 ６ １ １ ６ １０ 

注 意 ２０８ １１４ １０２ １０６ ８４ 

打切り ２８ ７ ４ ２ ２２ 

小 計 ２４２ １２２ １０７ １１４ １１７ 

合 計 ２６２ １４０ １１７ １２３ １２８ 

次年度への繰越し １３ １０ １１ １５ ２１ 

課
徴
金
納
付
命
令
等
（
注
１
） 

納
付
命
令

対象事業者数 １０８ １７６ １２８ ３１ 
３２ 

（注２） 

審
決対象事業者数 ５ ５ ０ ０ ０ 

合 

計 

対象事業者数 １１３ １８１ １２８ ３１ ３２ 

課徴金額 

（うち平成１７年改正前の独

占禁止法に基づく課徴金の

納付を命ずる審決に係る課

徴金額を除いた額） 

250 億 7644 万

(233 億 9095 万)

302 億 4283 万

(301 億 7410 万)

171 億 4303 万

(171 億 4303 万)

85 億 1076 万 

(85 億 1076 万) 

91 億 4301 万

(91 億 4301 万)

（注２）

告 発 件 数 １ １ ０ １ ０ 

（注１） 課徴金納付命令及び課徴金の納付を命ずる審決を示す。 
（注２） 罰金調整の結果，課徴金納付命令の対象となった事業者数及び課徴金額である。 

 

別 表 
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第２表 平成２８年度審査事件（行為類型別）一覧表（不当廉売事案で迅速処理したものを除く。） 

（単位：件）    

 法的 

措置 
その他 

合計 排除 

措置 

命令 

終了 

（違反 

 認定）

警告 注意 打切り 

私  的  独  占 ０ ０ ０ ０ ０ ０

カ
ル
テ
ル 

価格カルテル（注１） 

入札談合（官公需） 

受注調整（民需） 

その他のカルテル（注２） 

１

５

３

０

０

０

０

０

０

０

１

０

３

０

０

２

０ 

０ 

０ 

０ 

４

５

４

２

  小    計 ９ ０ １ ５ ０ １５

不
公
正
な
取
引
方
法 

再販売価格の拘束 

その他の拘束･排他条件付取引 

取引妨害 

優越的地位の濫用 

不当廉売 

共同の取引拒絶 

その他 

１

１

０

０

０

０

０

０

０

１

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

９

８

４

１

４８

１５

０

０

０ 

０ 

０ 

２ 

２０ 

０ 

０ 

９

５

２

５０

３５

０

９

  小    計 ２ １ ９ ７６ ２２ １１０

  そ  の  他（注３） ０ ０ ０ ３ ０ ３

  合           計 １１ １ １０ ８４ ２２ １２８

（注１） 価格カルテルとその他のカルテルが関係している事件は，価格カルテルに分類している。 

また，複数の行為類型に係る事件は主たる行為に即して分類している。 

（注２） 「その他のカルテル」とは数量，販路，顧客移動禁止，設備制限等のカルテルである。 

（注３） 「その他」とは，事業者団体による構成事業者の機能又は活動の不当な制限等である。 

処理別 

内容 
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第３表 排除措置命令（行為類型別）の件数の推移 

          （単位：件） 

               年度 

内容 
２４ ２５ ２６ ２７ ２８ 合計 

私  的  独  占 ０ ０ １ ０ ０ １

カ
ル
テ
ル 

価格カルテル 

入札談合（官公需） 

受注調整（民需） 

１

４

１５

８

２

７

５

０

２

２ 

４ 

１ 

１ 

５ 

３ 

１７

１５

２８

  小    計 ２０ １７ ７ ７ ９ ６０

不
公
正
な
取
引

方
法 

再販売価格の拘束 

その他の拘束・排他条件付取引 

取引妨害 

優越的地位の濫用 

０

０

０

０

０

０

０

１

０

０

１

１

０ 

０ 

０ 

０ 

１ 

１ 

０ 

０ 

１

１

１

２

  小    計 ０ １ ２ ０ ２ ５

その他（注２） ０ ０ ０ ２ ０ ２

  合         計 ２０ １８ １０ ９ １１ ６８

（注１） 複数の行為類型に係る事件は主たる行為に即して分類している。 

（注２） 「その他」とは，事業者団体による構成事業者の機能又は活動の不当な制限等である。 
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第４表 平成２８年度排除措置命令一覧 

 

一連 

番号 

事件 

番号 
件 名 内 容 

違反法条 

（注） 
命令年月日

1 

28 

（措） 

7 

コールマンジャ

パン株式会社に

対する件 

 キャンプ用品の実店舗における販売又はイ

ンターネットを利用した販売に関し，自ら又

は取引先卸売業者を通じて，小売業者に，次

の販売ルールに従って販売するようにさせて

いた。 

① キャンプ用品ごとに定める下限の価格以

上の価格で販売すること。 

② 割引販売は，他社の商品を含めた全ての

商品を対象として実施する場合又は実店

舗における在庫処分を目的として，コール

マンジャパン株式会社が指定する日以降，

チラシ広告を行わずに，一部の商品を除い

て実施する場合に限り行うこと。 

19 条（2条 

9 項第 4号） 
H28.6.15

2 

28 

（措） 

8 

東京電力が発注

する電力保安通

信用機器の製造

販売業者に対す

る件 

 電力保安通信用機器について，納入予定メ

ーカーを決定し，納入予定メーカーが納入で

きるようにしていた。 

3 条後段 H28.7.12

3 

28 

（措） 

9 

東日本高速道路

株式会社東北支

社が発注する東

日本大震災に係

る舗装災害復旧

工事の入札参加

業者に対する件 

東日本大震災に係る舗装災害復旧工事に

ついて，受注予定者を決定し，受注予定者が

受注できるようにしていた。 

3 条後段 H28.9.6 

4 

28 

（措） 

10 

東日本高速道路

株式会社関東支

社が発注する東

日本大震災に係

る舗装災害復旧

工事の入札参加

業者に対する件 

 東日本大震災に係る舗装災害復旧工事に

ついて，受注予定者及び受注予定者が受注で

きるように協力する旨を合意していた。 

3 条後段 H28.9.21

5 

29 

（措） 

1 

消防救急デジタ

ル無線機器の製

造販売業者に対

する件 

 消防救急デジタル無線機器について，納入

予定メーカーを決定し，納入予定メーカー以

外の者は，納入予定メーカーが納入できるよ

うに協力する旨を合意していた。 

3 条後段 H29.2.2 

6 

29 

（措） 

2 

中部電力株式会

社が発注するハ

イブリッド光通

信装置の製造販

売業者に対する

件 

 ハイブリッド光通信装置について，受注予

定者を決定し，受注予定者が受注できるよう

にしていた。  

3 条後段 H29.2.15

7 

29 

（措） 

3 

中部電力株式会

社が発注する伝

送路用装置の製

造販売業者に対

する件 

 伝送路用装置について，受注予定者を決定

し，受注予定者が受注できるようにしていた。
3条後段 H29.2.15
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一連 

番号 

事件 

番号 
件 名 内 容 

違反法条 

（注） 
命令年月日

8 

29 

（措） 

4 

地方公共団体等

が宮城県又は福

島県の区域を施

工場所として発

注する施設園芸

用施設の建設工

事の工事業者に

対する件 

施設園芸用施設工事について，受注予定者

を決定し，受注予定者が受注できるようにし

ていた。 

3 条後段 H29.2.16

9 

29 

（措） 

5 

防衛装備庁が発

注するビニロン

又は難燃ビニロ

ンを材料として

使用する繊維製

品の入札参加業

者に対する件 

防衛装備庁発注のビニロン製品について，

受注予定者を決定し，受注予定者が受注でき

るようにしていた。 

3 条後段 H29.3.10

10 

29 

（措） 

6 

壁紙の販売業者

に対する件 

壁紙の販売価格を引き上げる旨を合意し

ていた。 
3 条後段 H29.3.13

11 

29 

（措） 

7 

土佐あき農業協

同組合に対する

件 

なすの販売を受託することができる組合員

を支部員又は支部園芸部から集出荷場の利

用を了承された者に限定していたところ，次

のとおり，組合員からなすの販売を受託して

いた。 

① 自ら以外の者になすを出荷したことによ

り支部園芸部を除名されるなどした者から

なすの販売を受託しないこととして，なす

の販売を受託していた。 

② 支部員が集出荷場を利用することなく農

協以外への出荷を行った場合に徴収される

系統外出荷手数料（農協以外の事業者に対

する販売金額の３．５％）について，自ら

の販売事業の経費（農協職員の人件費等）

に充当していた。 

③ 支部園芸部の定めた罰金等を収受し，こ

れを系統出荷が行われたなすに関して自ら

が控除する諸掛預り金と同様に販売事業

に係る経費に充てていた。 

19 条（一般指

定 12 項） 
H29.3.29

（注） 一般指定とは，不公正な取引方法（昭和５７年公正取引委員会告示第１５号）を指す。 
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第５表 平成２８年度に違反認定したものの排除措置命令を行わなかった事例 

 

（注） 一般指定とは，不公正な取引方法（昭和５７年公正取引委員会告示第１５号）を指す。 

  

件 名 内 容 
違反法条 

（注） 
公表年月日

ワン・ブルー・エルエル

シーに対する件 

ワン・ブルー・エルエルシーは，ＦＲＡＮＤ条件

でライセンスを受ける意思を有していた者と認めら

れる記録型ブルーレイディスク（ＢＤ）の製造販売

業者と，記録型ＢＤに係るＢＤ標準規格必須特許の

ライセンスについて交渉を行っていたが，ライセン

ス料について当事者間で合意できなかったことから，

ライセンス交渉を促進させるため，当該製造販売業

者の有力な取引先３社に対して，自社が管理するＢ

Ｄ標準規格必須特許の特許権者が当該取引先の特許

権侵害行為について差止請求権を有していること等

を内容とする通知書を送付し，自己と我が国におけ

る記録型ＢＤの取引において競争関係にある事業者

とその取引の相手方との取引を不当に妨害していた。

19 条（一般指

定 14 項） 
H28.11.18
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第６表 平成２８年度警告事件の概要 

 

一連 

番号 
件 名 内 容 

関係法条 

（注） 
警告年月日

1 

東京書籍株式

会社に対する

件 

平成２７年度から使用されている小学校用教科書

又は平成２８年度から使用されている中学校用教科

書に関して，その採択に関与する可能性のある教員

等に対し，金銭を提供することにより，正常な商慣

習に照らして不当な利益をもって，競争者の顧客を

自己と取引するように誘引していた疑い。 

19 条（一般指

定 9項） 
H28.7.6 

2 

光村図書出版

株式会社に対

する件 

平成２７年度から使用されている小学校用教科書

又は平成２８年度から使用されている中学校用教科

書に関して，その採択に関与する可能性のある教員

等に対し，金銭を提供し，また，懇親会を催して酒

類・料理等を提供することにより，正常な商慣習に

照らして不当な利益をもって，競争者の顧客を自己

と取引するように誘引していた疑い。 

19 条（一般指

定 9項） 
H28.7.6 

3 

教育出版株式

会社に対する

件 

平成２７年度から使用されている小学校用教科書

又は平成２８年度から使用されている中学校用教科

書に関して，その採択に関与する可能性のある教員

等に対し，金銭を提供することにより，正常な商慣

習に照らして不当な利益をもって，競争者の顧客を

自己と取引するように誘引していた疑い。 

19 条（一般指

定 9項） 
H28.7.6 

4 

大日本図書株

式会社に対す

る件 

平成２７年度から使用されている小学校用教科書

又は平成２８年度から使用されている中学校用教科

書に関して，その採択に関与する可能性のある教員

等に対し，金銭や中元・歳暮等を提供することによ

り，正常な商慣習に照らして不当な利益をもって，

競争者の顧客を自己と取引するように誘引していた

疑い。 

19 条（一般指

定 9項） 
H28.7.6 

5 

株式会社教育

芸術社に対す

る件 

平成２７年度から使用されている小学校用教科書

又は平成２８年度から使用されている中学校用教科

書に関して，その採択に関与する可能性のある教員

等に対し，金銭や中元・歳暮等を提供し，また，懇

親会を催して酒類・料理等を提供することにより，

正常な商慣習に照らして不当な利益をもって，競争

者の顧客を自己と取引するように誘引していた疑い。

19 条（一般指

定 9項） 
H28.7.6 

6 
株式会社三省

堂に対する件 

 平成２７年度から使用されている小学校用教科書

又は平成２８年度から使用されている中学校用教科

書に関して，その採択に関与する可能性のある教員

等に対し，金銭を提供し，また，懇親会を催して酒

類・料理等を提供することにより，正常な商慣習に

照らして不当な利益をもって，競争者の顧客を自己

と取引するように誘引していた疑い。 

19 条（一般指

定 9項） 
H28.7.6 
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一連 

番号 
件 名 内 容 

関係法条 

（注） 
警告年月日

7 

数研出版株式

会社に対する

件 

平成２７年度から使用されている小学校用教科書

又は平成２８年度から使用されている中学校用教科

書に関して，その採択に関与する可能性のある教員

等に対し，金銭や中元・歳暮等を提供することによ

り，正常な商慣習に照らして不当な利益をもって，

競争者の顧客を自己と取引するように誘引していた

疑い。 

19 条（一般

指定 9項） 
H28.7.6 

8 

学校図書株式

会社に対する

件 

平成２７年度から使用されている小学校用教科書

又は平成２８年度から使用されている中学校用教科

書に関して，その採択に関与する可能性のある教員

等に対し，金銭を提供することにより，正常な商慣

習に照らして不当な利益をもって，競争者の顧客を

自己と取引するように誘引していた疑い。 

19 条（一般

指定 9項） 
H28.7.6 

9 

株式会社新興

出版社啓林館

に対する件 

平成２７年度から使用されている小学校用教科書

又は平成２８年度から使用されている中学校用教科

書に関して，その採択に関与する可能性のある教員

等に対し，金銭を提供することにより，正常な商慣

習に照らして不当な利益をもって，競争者の顧客を

自己と取引するように誘引していた疑い。 

19 条（一般

指定 9項） 
H28.7.6 

10 

ドイツ証券株

式会社に対す

る件 

他の証券会社との間で，欧州国債について，継続

して，我が国に所在する顧客からの引き合いに関す

る情報，価格に関する情報等を交換するなどし，ま

た，他の証券会社と共同して，欧州国債のうち我が

国に所在する顧客が電話取引により複数銘柄に対す

る見積価格の提示を求める方法で売買の発注を行う

ものについて，受注予定者を決定し，受注予定者が

受注できるようにしていた疑い。 

3 条後段 H29.3.15

（注） 一般指定とは，不公正な取引方法（昭和５７年公正取引委員会告示第１５号）を指す。 
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第７表 平成２８年度課徴金納付命令等一覧 

 

一連 

番号 件 名 内 容 
対象事

業者数

課徴金額 

（円） 
命令年月日

1 

東京電力が発注する電力

保安通信用機器の製造販

売業者に対する件 

平成 28 年(納)第 25 号～

第 26 号 

電力保安通信用機器について，納

入予定メーカーを決定し，納入予定

メーカーが納入できるようにしてい

た。（平成 28年（措）第 8号） 

2 4 億 291 万 H28.7.12

2 

東日本高速道路株式会社

東北支社が発注する東日

本大震災に係る舗装災害

復旧工事の入札参加業者

に対する件 

平成 28 年（納）第 27 号

～第 37 号 

 東日本大震災に係る舗装災害復旧

工事について，受注予定者を決定し，

受注予定者が受注できるようにして

いた。（平成 28 年（措）第 9号） 

11 

（注１）
14 億 951 万 H28.9.6 

3 

東日本高速道路株式会社

関東支社が発注する東日

本大震災に係る舗装災害

復旧工事の入札参加業者

に対する件 

平成 28 年（納）第 38 号

～第 42 号 

 東日本大震災に係る舗装災害復旧

工事について，受注予定者及び受注

予定者が受注できるように協力する

旨を合意していた。（平成 28 年（措）

第 10 号） 

5 4 億 8029 万 H28.9.21

4 

東日本高速道路株式会社

東北支社が発注する東日

本大震災に係る舗装災害

復旧工事の入札参加業者

に対する件 

平成 28 年（納決）第 1号

～第 10 号（課徴金の一部

を控除する決定等） 

 東日本大震災に係る舗装災害復旧

工事について，受注予定者を決定し，

受注予定者が受注できるようにして

いた。（平成 28 年（措）第 9号） 

10 

（注１）
－6億 5395 万 

H28.12.13

（決定日）

5 

消防救急デジタル無線機

器の製造販売業者に対す

る件 

平成 29 年（納）第 1号～

第 4号 

 消防救急デジタル無線機器につい

て，納入予定メーカーを決定し，納

入予定メーカー以外の者は，納入予

定メーカーが納入できるように協力

する旨を合意していた。（平成 29 年

（措）第 1号） 

4 63 億 4490 万 H29.2.2 

6 

中部電力株式会社が発注

するハイブリッド光通信

装置の製造販売業者に対

する件 

平成 29 年（納）第 5号～

第 6号 

 ハイブリッド光通信装置について，

受注予定者を決定し，受注予定者が

受注できるようにしていた。（平成

29 年（措）第 2号）  

2 2 億 3689 万 H29.2.15

7 

中部電力株式会社が発注

する伝送路用装置の製造

販売業者に対する件 

平成 29 年（納）第 7号 

伝送路用装置について，受注予定

者を決定し，受注予定者が受注でき

るようにしていた。（平成 29 年（措）

第 3号） 

1 8232 万 H29.2.15

8 

地方公共団体等が宮城県

又は福島県の区域を施工

場所として発注する施設

園芸用施設の建設工事の

工事業者に対する件 

平成 29 年（納）第 8号～

第 12 号 

 施設園芸用施設工事について，受

注予定者を決定し，受注予定者が受

注できるようにしていた。（平成 29

年（措）第 4号） 

5 5 億 9253 万 H29.2.16
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一連 

番号 件 名 内 容 
対象事

業者数

課徴金額 

（円） 
命令年月日

9 

防衛装備庁が発注するビ

ニロン又は難燃ビニロン

を材料として使用する繊

維製品の入札参加業者に

対する件 

平成 29 年（納）第 13 号 

 防衛装備庁発注のビニロン製品に

ついて，受注予定者を決定し，受注

予定者が受注できるようにしていた。

（平成 29 年（措）第 5号） 

1 2 億 2300 万 H29.3.10

10 

壁紙の販売業者に対する

件 

平成 29 年（納）第 14 号

～第 15 号 

 壁紙の販売価格を引き上げる旨を

合意していた。（平成 29 年（措）第

6号） 

2 2461 万 H29.3.13

合 計 
32 

（注２）

91 億 4301 万 

（注２） 

（注１） １１名の事業者に対して課徴金納付命令を行った後，刑事事件裁判が確定したため，罰金調整に

より，このうち９名の事業者に対し，独占禁止法第６３条第１項に基づく課徴金の一部を控除する

決定を，また，１名の事業者に対し，同法同条第２項に基づく課徴金納付命令を取り消す決定を行

った。 

（注２） 罰金調整の結果，課徴金納付命令の対象となった事業者数及び課徴金額である。 
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第８表 平成２８年度に係属していた排除措置命令等取消請求訴訟一覧 

 

一連

番号 件 名 
訴訟の対象となった 

行政処分（違反行為）の内容 

訴 訟 

提起日 
裁判所 判決内容等 

1 
ルビコン株式

会社による件 

 アルミ電解コンデンサの販売

価格を引き上げる旨を合意して

いた。（課徴金額 10 億 6774 万

円） 

28.9.23 東京地裁 

係属中 

（排除措置命令及び課

徴金納付命令取消請求）

2 
ニチコン株式

会社による件 

アルミ電解コンデンサ及びタ

ンタル電解コンデンサの販売価

格を引き上げる旨合意してい

た。（課徴金額 36億4018万円）

28.9.26 東京地裁 

係属中 

（排除措置命令及び課

徴金納付命令取消請求）

3 
松尾電機株式

会社による件 

 タンタル電解コンデンサの販

売価格を引き上げる旨合意して

いた。（課徴金額 4 億 2765 万

円） 

28.9.27 東京地裁 

係属中 

（排除措置命令及び課

徴金納付命令取消請求）

4 

奥村組土木興

業株式会社に

よる件 

 東日本高速道路株式会社東

北支社が発注する東日本大震災

に係る舗装災害復旧工事につい

て，受注予定者を決定し，受注

予定者が受注できるようにして

いた。 

28.9.28 東京地裁 

係属中 

（排除措置命令取消請

求） 

執行停止の申立ては却

下決定（28.12.14）（確

定） 

5 
常盤工業株式

会社による件 

 東日本高速道路株式会社東

北支社が発注する東日本大震災

に係る舗装災害復旧工事につい

て，受注予定者を決定し，受注

予定者が受注できるようにして

いた。（課徴金額 5544 万円）

29.3.3 東京地裁 

係属中 

（課徴金納付命令取消

請求） 
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第９表 最近の審判事件数等推移 

（単位：件） 

年  度 
２４ ２５ 

（注１）

２６ 

（注２）

２７ ２８ 

審
判
事
件
数 

前年度からの繰越件数 １２３ １５７ １６５ ２７５ ２６０

審判手続開始件数 
４７ ２５ １４２ 

１ 

（注３） 
０

 うち排除措置命令審判事件 ２２ １２ ７２ １ ０

うち課徴金納付命令審判事件 ２５ １３ ７０ ０ ０

年度内審判係属事件数 １７０ １８２ ３０７ ２７６ ２６０

審
決
件
数 

平成１７

年改正前

の独占禁

止法によ

るもの 

課徴金の納付を命ずる審決

等 
５ ７ ０ ０ ０

平成１７

年改正後

の独占禁

止法によ

るもの 

排除措置命令に係る審判

請求棄却審決等 
４ ３ １５ ７ ６

課徴金納付命令に係る審

判請求棄却審決等 ４ ５ １８ ９ ８

合        計 １３ １５ ３３ １６ １４

次年度への繰越し 
１５７ １６５ ２７５ ２６０ 

２４５

（注４）

（注１） 平成２５年度においては，岩手県発注の建築一式工事の入札談合に係る課徴金審判事

件について７件の審決があり，同事件の全ての被審人に対する審判手続が終了した（こ

れにより，平成１７年改正前の独占禁止法に基づく課徴金審判事件は全て終了した。）。

また，同年度中に２件の審判請求取下げがあった。このため，平成２５年度における次

年度への繰越件数は，１６５件となる。 

（注２） 平成２６年度における審決のうち１件は，当委員会がエア・ウォーター㈱に対して行

った課徴金納付命令について，同社から審判請求がなされ，当委員会がこれを棄却する

審決を平成２５年１１月２１日付けで行ったところ，東京高等裁判所において当該審決

を取り消す判決がなされたことを受け，改めて，当該課徴金納付命令の一部を取り消す

旨の審決を行ったものであるため，審判事件数には算入していない。 

（注３） 平成２７年度においては，審判手続を開始した事件はなく,１件の審判再開を行った（一

般社団法人日本音楽著作権協会に対する件）。 

（注４） 平成２８年度においては，１４件の審決を行ったほか，１件の審判請求取下げがあっ

た（一般社団法人日本音楽著作権協会に対する件）。このため，平成２８年度における次

年度への繰越件数は，２４５件となる。 
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第１０表 平成２８年度審決一覧 

 

一連

番号 
事件 

番号 
件 名 審決の内容 関係法条等 審決年月日

1 

～ 

4 

＊ 

25 

（判） 

24～27 

加藤化学株

式会社に対

する件 

【違反行為に係る認定】 

被審人が，他の事業者と共同して，異性化糖及び

水あめ・ぶどう糖の販売価格を引き上げる旨を合意

し，一定の取引分野における競争を実質的に制限し

たと認めた。（不当な取引制限〔価格カルテル〕）

 

【課徴金額に係る認定】 

2 億 2284 万円（異性化糖） 

1 億 6552 万円（水あめ・ぶどう糖） 

被審人が違反行為により販売した異性化糖及び水

あめ・ぶどう糖の売上額を課徴金の対象として認め

た。 

旧法66条2項（3

条後段，7条の

2） 

28.4.15 

（排除措置命

令及び課徴金

納付命令に係

る審判請求棄

却審決） 

5 

～ 

13 

＊ 

25 

（判） 

1～9 

積水化成品

工業株式会

社ほか 4 社

に対する件 

【違反行為に係る認定】 

被審人らが，他の事業者と共同して，ＥＰＳ工法

採用工事で使用されるＥＰＳブロックについて，受

注予定者を決定し，受注予定者が受注できるように

することにより，一定の取引分野における競争を実

質的に制限したと認めた。（不当な取引制限〔受注

調整〕） 

 

【課徴金額に係る認定】 

1 億 3880 万円（5社合計） 

被審人らが違反行為により受注したＥＰＳブロッ

クの売上額を課徴金の対象として認めた。 

旧法66条2項（3

条後段，7条の

2） 

29.2.8 

（排除措置命

令及び課徴金

納付命令に係

る審判請求棄

却審決） 

14 

25 

（判） 

23 

日本精工株

式会社に対

する件 

【課徴金額に係る認定】 

56 億 2541 万円 

被審人が違反行為（不当な取引制限〔価格カルテ

ル〕）により販売した産業機械用軸受及び自動車用

軸受の売上額を課徴金の対象として認めた。 

旧法66条2項（7

条の 2 

〔3 条後段〕） 

29.3.29 

（課徴金納付

命令に係る審

判請求棄却審

決） 

（注１） 「一連番号」欄に「＊」を付したものは，被審人の全部又は一部から審決取消請求訴訟が

提起されたものである（平成２８年度に係属していた審決取消請求訴訟の経過については第

１１表参照）。 

（注２） 平成２５年改正法による改正前の独占禁止法を「旧法」という。 
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第１１表 平成２８年度に係属していた審決取消請求訴訟一覧 

 

一連

番号 件 名 
訴訟の対象となった 

審決の内容 

訴 訟 

提起日 

裁判所 

判決日等 
判決内容等 

1 

都タクシー株

式会社ほか 11

名による件 

【違反行為に係る認定】 

被審人らが，他の事業者と共

同して，小型車，中型車，大型

車及び特定大型車の距離制運

賃，時間制運賃，時間距離併用

制運賃及び待料金を平成 21 年

10月1日付けで改定された新潟

交通圏に係る自動認可運賃にお

ける一定の運賃区分として定め

られているタクシー運賃とし，

かつ，小型車については初乗距

離短縮運賃を設定しないことと

する旨を合意し，一定の取引分

野における競争を実質的に制限

したと認めた。（不当な取引制

限〔価格カルテル〕） 

 

【課徴金額に係る認定】 

1 億 3160 万円（12 社合計）

新潟交通圏のタクシー事業に

係る被審人らの売上額を課徴金

の対象として認めた。 

27.3.30 

東京高裁 

28.9.2 

 

請求棄却判決 

（28.9.15 

上告及び上告受理申立

て〔一審原告 12 名のう

ち 8名〕） 

最高裁 

29.3.16 

上告棄却及び上告不受

理決定 

2 

サムスン・エ

ス デ ィ ー ア

イ・カンパニ

ー・リミテッ

ドによる件 

【違反行為に係る認定】 

国内及び海外の事業者による

テレビ用ブラウン管（我が国ブ

ラウン管テレビ製造販売業者の

海外現地製造子会社等向けのも

の）の価格カルテル事件につい

て，我が国独占禁止法第 3条後

段を適用することができること

を認めた。（不当な取引制限〔価

格カルテル〕） 

27.6.19 

東京高裁 

28.4.22 

請求棄却判決 

（28.5.6 

上告及び上告受理申立

て） 

最高裁 係属中 

3 

サムスン・エ

スディーアイ

（ マ レ ー シ

ア）・ビーイー

アールエイチ

エーディーに

よる件 

【課徴金額に係る認定】 

13 億 7362 万円 

国内及び海外の事業者による

テレビ用ブラウン管（我が国ブ

ラウン管テレビ製造販売業者の

海外現地製造子会社等向けのも

の）の価格カルテル事件につい

て，我が国独占禁止法第 3条後

段を適用することができ（不当

な取引制限〔価格カルテル〕），

その売上額が課徴金の対象とな

ることを認めた。 

27.6.19 

東京高裁 

28.1.29 

請求棄却判決 

（28.2.10 

上告及び上告受理申立

て） 

最高裁 係属中 
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一連

番号 件 名 
訴訟の対象となった 

審決の内容 

訴 訟 

提起日 

裁判所 

判決日等 
判決内容等 

4 

ＭＴ映像ディ

スプレイ株式

会社ほか 3 名

による件 

【違反行為に係る認定】 

国内及び海外の事業者による

テレビ用ブラウン管（我が国ブ

ラウン管テレビ製造販売業者の

海外現地製造子会社等向けのも

の）の価格カルテル事件につい

て，我が国独占禁止法第 3条後

段を適用することができること

を認めた。（不当な取引制限〔価

格カルテル〕） 

 

【課徴金額に係る認定】 

17 億 9724 万円（3社合計） 

前記国内及び海外の事業者に

よるテレビ用ブラウン管の売上

額が課徴金の対象となることを

認めた。 

27.6.19 

東京高裁 

28.4.13 

請求棄却判決 

（28.4.26 

上告受理申立て） 

最高裁 係属中 

5 

日本エア・リ

キード株式会

社による件 

【違反行為に係る認定】  

被審人が，他の事業者と共同

して，エアセパレートガスの販

売価格を引き上げる旨を合意

し，一定の取引分野における競

争を実質的に制限したと認め

た。（不当な取引制限〔価格カ

ルテル〕） 

 

【課徴金額に係る認定】 

48 億 2216 万円 

被審人が違反行為により販売

したエアセパレートガスの売上

高について，製造業に対する課

徴金算定率（10 パーセント）を

適用することが相当であること

を認めた。 

27.10.30
東京高裁 

28.5.25 

 

請求棄却判決 

（上訴期間の経過をも

って確定） 

6 

積水化学工業

株式会社によ

る件 

【違反行為に係る認定】 

被審人が，他の事業者と共同

して，塩化ビニル管等の販売価

格を引き上げる旨を合意し，一

定の取引分野における競争を実

質的に制限したと認めた。（不

当な取引制限〔価格カルテル〕）

 

【課徴金額に係る認定】 

79 億 6532 万円 

被審人が違反行為により販売

した塩化ビニル管等の売上額を

課徴金の対象として認めた。 

28.3.24 東京高裁 係属中 
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一連

番号 件 名 
訴訟の対象となった 

審決の内容 

訴 訟 

提起日 

裁判所 

判決日等 
判決内容等 

7 
加藤化学株式

会社による件 

【違反行為に係る認定】 

被審人が，他の事業者と共同

して，異性化糖及び水あめ・ぶ

どう糖の販売価格を引き上げる

旨を合意し，一定の取引分野に

おける競争を実質的に制限した

と認めた。（不当な取引制限〔価

格カルテル〕） 

 

【課徴金額に係る認定】 

2 億 2284 万円（異性化糖） 

1 億 6552 万円（水あめ・ぶど

う糖） 

被審人が違反行為により販売

した異性化糖及び水あめ・ぶど

う糖の売上額を課徴金の対象と

して認めた。 

28.5.18 
東京高裁 

29.1.13 

請求棄却判決 

（上訴期間の経過をも

って確定） 

8 

積水化成品工

業株式会社ほ

か 1 名による

件 

【違反行為に係る認定】 

被審人らが，他の事業者と共

同して，ＥＰＳ工法採用工事で

使用されるＥＰＳブロックにつ

いて，受注予定者を決定し，受

注予定者が受注できるようにす

ることにより，一定の取引分野

における競争を実質的に制限し

たと認めた。（不当な取引制限

〔受注調整〕） 

 

【課徴金額に係る認定】 

8267 万円（2社合計） 

被審人らが違反行為により受

注したＥＰＳブロックの売上額

を課徴金の対象として認めた。

29.3.10 東京高裁 係属中 

9 

カネカケンテ

ック株式会社

ほか 1 名によ

る件 

【違反行為に係る認定】 

被審人らが，他の事業者と共

同して，ＥＰＳ工法採用工事で

使用されるＥＰＳブロックにつ

いて，受注予定者を決定し，受

注予定者が受注できるようにす

ることにより，一定の取引分野

における競争を実質的に制限し

たと認めた。（不当な取引制限

〔受注調整〕） 

 

【課徴金額に係る認定】 

2873 万円（2社合計） 

被審人らが違反行為により受

注したＥＰＳブロックの売上額

を課徴金の対象として認めた。

29.3.10 東京高裁 係属中 
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【独占禁止法に基づく手続】 

 

 
 

  

審理 

（経済事情 

の変化等） 

命令の取消 

・変更 

確定 

命令取消の訴えの提起

犯則事件調査 

警告 

事前通知 

打切り等

起訴 
不
起
訴

請求棄却 

訴え却下 

（行政調査手続） （犯則調査手続） 

上訴 

（警告） （排除措置命令） （課徴金納付命令） （緊急停止命令） （刑事） 

命令取消 

事

前

手

続

訴 

訟 

調 

査 

等 

処 

分 

等 

端 

緒 

緊急停止

命令の執

行免除の

申立 

意見聴取 
意見申述 

等の機会 

証拠の閲覧・謄写

緊急停 

止命令 

の申立 

職権探知 
一般人からの報告

（申告） 

課徴金減免制度の

利用 
中小企業庁の請求

（中小企業庁設置法）

意見聴取の通知 意見聴取の通知

審査 

意見聴取 

決定

排除措置命令 課徴金納付命令

検事総長へ

の告発 

審理 

（地方裁判所） 

上訴 

（東京地方裁判所）

決定
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【独占禁止法に基づく手続（平成１８年１月４日以後平成２７年３月３１日まで）（注）】 
 

（注） 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法律第１００号）
の施行（平成２７年４月１日）により審判手続は廃止された。ただし，同改正法附則第２条の規定によ
り，平成２７年３月３１日までに同改正法による改正前の独占禁止法の規定に基づき，排除措置命令又
は課徴金納付命令に係る通知があった場合には，なお従前の例によることとされている。 

東京高裁 

審  決 

（命令の取消・変更）

審  決 

（請求の棄却）  

確定 審決取消の訴え 

訴訟 

違法宣言審決 

審  判 

確定 

意見申述・証拠提出の機会 

命令 

（排除措置命令・課徴金納付命令）

事前通知 

（排除措置命令・課徴金納付命令）

一般の人からの 

報告（申告） 
職権探知 

中小企業庁の請求 

（中小企業庁設置法）

検事総長への 

告発 

警告 

課徴金減免制度の

利用 

意見申述・ 

証拠提出の機会

事前通知 

（警告） 

注意・打切り

行政調査 犯則調査 

（審判請求） 



 

 1

 

課徴金減免制度導入後の運用状況 

 

 

課徴金減免制度は，カルテル等の発見・解明を容易にするために，違反事業者が公正

取引委員会に対して自らの違反行為に係る事実の報告及び資料の提出を行えば，一定の

要件の下で課徴金を減免する制度であり，平成１７年独占禁止法改正法により導入され

た。同制度の導入後，平成２８年度末までの運用状況は以下のとおりである。 

 

１ 課徴金減免申請件数 

平成１８年１月の課徴金減免制度の導入から平成２８年度末までにおいて，課徴金

減免制度に基づき，事業者により自らの違反行為に係る事実の報告等が行われた件数

は１，０６２件であった。 

 
＜表１：課徴金減免申請件数＞                        （単位：件） 

年度 １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ 
 

累計 

申請 

件数 
２６ ７９ ７４ ８５ ８５ １３１ １４３ １０２ ５０ ６１ １０２ １２４ 

 
１，０６２

（注１）平成１７年度においては，課徴金減免制度が導入された平成１８年１月４日から同年３月

末日までの件数。 

（注２）平成２１年独占禁止法改正法（平成２１年法律第５１号）により，平成２２年１月１日か

ら課徴金減免制度が拡充されている（①減免申請者数の拡大：調査開始前と開始後で併せて

５社まで（ただし，調査開始後は最大３社まで）に拡大する。②共同申請：同一企業グルー

プ内の複数の事業者による共同申請を認める。）。 

 

２ 課徴金減免制度の適用件数 

平成１８年１月の課徴金減免制度の導入から平成２８年度末までにおいて，課徴金

減免制度の適用対象となる法的措置件数（注３）は１４５件あったところ，そのうち，

同制度が適用された法的措置件数は約８１％に当たる１１８件であった。また，同制

度が適用された法的措置件数１１８件のうち，事前申請が行われた件数は約７０％に

当たる８３件であった。 

 
＜表２：課徴金減免制度の適用件数＞                     （単位：件） 

年度 １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ 
 

累計 

課徴金減免制度

の適用対象とな

る法的措置件数 

５ ２０ １１ ２２ １０ １７ ２０ １７ ７ ７ ９  １４５

課徴金減免制度

が適用された法

的措置件数 

５ １７ ８ ２１ ７ ９ １９ １２ ４ ７ ９  １１８

 
事前申請が

行われた件数 
４ １４ ６ ４ １ ８ １９ １０ ３ ５ ９  ８３ 

（注３）法的措置件数とは，排除措置命令又は課徴金納付命令が行われた事件の件数である。１つ

の事件について，排除措置命令と課徴金納付命令がともに行われた場合，１件としている。 

（注４）当該表の数値は，当委員会がウェブサイト上で公表している情報を基に算出している。 
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３ 課徴金減免制度の適用事業者数 

公正取引委員会は，法運用の透明性等の観点から，課徴金減免制度が適用された

事業者について，課徴金納付命令を行った際に，当委員会のウェブサイトに，当該

事業者の名称，所在地，代表者名及び免除の事実又は減額の率等を公表することと

している（ただし，平成２８年５月３１日以前に課徴金減免の申請を行った事業者

については，当該事業者から公表の申出があった場合に，公表している。）ところ，

平成１８年１月の課徴金減免制度の導入から平成２８年度末までにおいて，延べ 

２９２名（注９の事業者を含む。）の課徴金減免制度の適用事業者について，これら

の事業者の名称，減免の状況等を公表した。そのうち，課徴金の免除の適用を受け

た事業者は８３名，課徴金の５０％減額の適用を受けた事業者は１６名，課徴金の

３０％減額の適用を受けた事業者は１７５名であった。 
 

＜表３：課徴金減免制度の適用事業者数＞                   （単位：名） 

年度 １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ 
 

累計 

課徴金減免制度

の適用事業者数 
１５ ３８ ２１ ５０ １０ ２７ ４１ ３３ １０ １９ ２８ 

 
２９２

 

免除 

（注６） 
４ １４ ６ ４ １ ８ ２０ １０ ３ ５ ８ 

 
８３ 

５０％減額 

（注７） 
０ ２ ２ ０ １ ４ ３ １ ０ １ ２ 

 
１６ 

３０％減額 

（注８） 
１１ １６ １０ ４３ ８ １５ １６ ２２ ７ １２ １５ 

 
１７５

その他 

（注９） 
０ ６ ３ ３ ０ ０ ２ ０ ０ １ ３ 

 
１８ 

（注５）当該表の数値は，当委員会がウェブサイト上で公表している情報を基に算出している。 

（注６）調査開始日前の１番目の申請者 

（注７）調査開始日前の２番目の申請者 

（注８）調査開始日前の３～５番目の申請者（平成２１年独占禁止法改正法〔平成２１年法律第 

５１号〕施行前にあっては，調査開始日前の３番目の申請者）及び調査開始日以後の申請者。 

（注９）違反事業者であり，課徴金減免申請を行った者であるが，法第７条の２第１項に規定する

売上額（課徴金の算定の基礎となる売上額）が存在しなかったため，課徴金納付命令の対象

になっていない事業者及び算出された課徴金の額が１００万円未満であったため，法第７条

の２第１項同項ただし書により，課徴金納付命令の対象になっていない事業者。   
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平成２８年度における優越タスクの取組状況 

 

第１ 処理の状況 

 

１ 処理概況 

公正取引委員会は，平成２１年に，「優越的地位濫用事件タスクフォース」（以下「優

越タスク」という。）を審査局内に設置し，優越的地位の濫用に係る情報に接した場

合には，効率的かつ効果的な調査を行い，濫用行為の抑止・早期是正に努めることと

している。平成２８年度においては，４８件の注意を行った。 

 
＜図：年度別注意件数の推移＞ 

 
 

 

２ 注意の件数及び内容 

⑴ 注意を行った４８件を取引形態別にみると，上図のとおり，小売業者（スーパー

マーケット，ドラッグストア等）に対する納入取引が１７件と最も多く，次いで物

流取引が１１件，宿泊業者に対する納入等取引が５件，卸売業者に対する納入取引

が４件，飲食業者に対する納入等取引が１件，その他の取引は１０件となっている。 

 

⑵ 注意を行った事案について，注意対象となった行為類型を取引形態別にみると，

下表のとおり，小売業者に対する納入取引については，「従業員等の派遣の要請」

が３３件中１５件と最も多く，次いで「協賛金等の負担の要請」が１０件となって

いる。 

9
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 また，物流取引については，「減額」が２０件中８件となっており，次いで「購

入・利用強制」及び「支払遅延」がそれぞれ４件となっている。 

 さらに，宿泊業者に対する納入等取引については，「購入・利用強制」が１２件

中５件と最も多くなっている。 

 なお，取引形態に関係なく，優越タスクにおいて注意を行った事案を行為類型別

にみた場合には，「協賛金等の負担の要請」が２２件と最も多く，次いで「購入・

利用強制」が１９件となっている。 

 
＜表：注意事案の行為類型一覧＞                     （単位：件） 

（注）１つの事案において複数の行為類型について注意を行っている場合があるため，注意件数（４８件）

と行為類型の内訳の合計数（８８件）とは一致しない。 

 

⑶ 優越タスクが注意した主な事例は別紙のとおりである。 

 

第２ 効率的・効果的な処理 
 

１ 効率的な処理 

⑴ 優越タスクにおいては，優越的地位の濫用行為に係る全国から寄せられる情報及

び自ら収集した情報に基づいて，一元的に当該行為類型に特化した調査を行うこと

で事例や処理方法の蓄積を図り，これを積極的に活用することにより，優越的地位

の濫用事案を効率的に処理できるようにしている。 

  なお，下請法に基づき勧告又は指導した関係事業者についても，必要に応じ，下

請法上の下請事業者に該当しない取引先に対する行為について更なる調査を行い，

独占禁止法上の優越的地位の濫用行為につながるおそれがみられた場合には，注意

を行っている。 

 

⑵ 平成２８年度に優越タスクにおいて注意を行った事案の平均処理期間は，約３６

日であった（前年度は約４７日）。 

 

 

取引形態 

 

行為類型 

小売業者に 

対する 

納入取引 

物流取引

宿泊業者に

対する 

納入等取引

卸売業者に

対する 

納入取引

飲食業者に

対する 

納入等取引

その他の 

取引 
合計 

購入・利用強制 ３ ４ ５ ２ １ ４ １９ 

協賛金等の負担の要請 １０ ０ ３ ４ ０ ５ ２２ 

従業員等の派遣の要請 １５ １ ０ ０ ０ ０ １６ 

その他経済上の利益の提

供の要請 
０ ０ ３ ０ １ ４ ８ 

返品 ２ ０ ０ ０ ０ ０ ２ 

支払遅延 ０ ４ ０ ０ ０ ０ ４ 

減額 ２ ８ １ ０ ０ ０ １１ 

取引の対価の一方的決定 １ ０ ０ ０ ０ １ ２ 

その他 ０ ３ ０ ０ ０ １ ４ 

合計 ３３ ２０ １２ ６ ２ １５ ８８ 
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２ 効果的な処理 

⑴ 優越タスクにおいては，関係事業者に対し，優越的地位の濫用行為として違反に

つながるおそれがあるとして注意を行うに際しては，職員が関係事業者の事務所に

直接出向き，又は，関係事業者を公正取引委員会に招致して，小売業者に対する納

入取引の事案であれば仕入れ等の責任者（担当取締役等）と面談を行っている。 

この関係事業者との面談では，パンフレット等を用いて，優越的地位の濫用行為

が禁止されている趣旨，目的等を詳細に説明し，これらについて十分理解を得るこ

ととしている。 

 また，優越タスクでは，過去に注意を行った事案のフォローアップ調査を行うこ

とにより，再発防止に努めている。 

 

⑵ 面談後，関係事業者が，自主的に改善し，再発防止に努める旨を文書で報告して

きた内容のうち，主な内容は次のとおりである。 

 

ア 食品スーパーマーケット業者からは，納入取引に係る協賛金等の負担の要請に

ついて， 

① 要請に際して取引先納入業者における費用対効果の判断材料を提示すること

とした旨 

② キャンペーンに係る協賛を要請する場合には，キャンペーンに係る経費のほ

とんどを取引先納入業者に負担させるのではなく，自社でも相応の額を負担す

ることとした旨 

また，従業員等の派遣の要請について， 

③ 取引先納入業者から従業員等の派遣のために通常必要となる費用の請求がな

かった場合には同費用を支払っていなかったところ，今後，同費用の請求を行っ

てもらうことの同意を得た上で従業員等の派遣を要請することとした旨 

④ 従業員等の派遣に係る手順等に関し，取引先納入業者向けの説明会を開催し

て説明した旨 

等の報告があった。 

 

イ 物品賃貸業者からは，物流取引に係る減額について， 

① 経営会議において取締役を含む全営業責任者に対して，また，通達により全

従業員に対して，注意内容を周知した旨 

② 全営業所の取引実態を監査し，その状況を踏まえて改善を行う旨 

③ 引き続き，定期的な内部監査を実施していく旨 

等の報告があった。 

 

また，優越タスクの調査を受けるに当たり，関係事業者においてグループ会社の

状況も含めて社内調査を実施し，優越タスクに報告することにより，当該関係事業

者のみならず，グループ全体の改善が図られたものもあった。 
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優越タスクが注意した主な事例 
 

次の各事例は，記載された行為が行われていた疑いがあり，独占禁止法違反につなが

るおそれがあったものである。 

 

１ 小売業者に対する納入取引 

 

 購入・利用強制 

 

⑴ 食品スーパーマーケット業を営むＡは，購買担当者から，取引先納入業者に対し，

Ａが販売するお節料理，クリスマスケーキ等の季節商品の購入を要請していた。 

 

協賛金等の負担の要請 

 

⑵ ディスカウントストア業を営むＢは，取引先納入業者に対し，期末に一定の取引量

に達した場合にＢが提供を受ける協賛金について，当該協賛金の計算方法又は負担額

をあらかじめ取り決めることなく，負担を要請していた。 

 

⑶ 食品スーパーマーケット業を営むＣは，新規オープンにおけるセール等を行うに際

し，取引先納入業者に対し，当該納入業者が納品した商品のうちセール対象店舗にお

けるセール対象商品のセール期間分の取引のみならず，当該納入業者が納品した全店

舗の全商品の１か月分の取引に対して一定率を乗じて得た額に相当する協賛金の負担

を要請していた。 

 

 従業員等の派遣の要請 

 

⑷ ディスカウントストア業を営むＤは，新規オープンに際し，取引先納入業者に対し，

当該納入業者が納入した商品であるか否かを問わず，商品陳列作業を行わせるため，

あらかじめ取引先納入業者との間で従業員の派遣の条件について合意することなく，

かつ，当該納入業者が従業員を派遣するために通常必要となる費用を負担することな

く，従業員の派遣を要請していた。 

 

返品 

 

⑸ 文具等の小売業を営むＥは，取引先納入業者に対し，売れ残った商品について，あ

らかじめ返品に係る合意を行っていないにもかかわらず，返品によって当該納入業者

に通常生ずべき損失を負担することなく，返品を要請していた。 

 

減額 

 

⑹ 家電等の小売業を営むＦは，特売セールを行うに際し，一部の取引先納入業者に対

し，今後の取引への影響を示唆したり，十分に協議する時間を確保することなく回答

するよう強要したりして，当該商品の納入価格の値引きを要請していた。 

 

別紙 
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取引の対価の一方的決定 

 

⑺ 食品スーパーマーケット業を営むＧは，新商品の売出しに際し，取引先納入業者と

の間で十分な協議を行うことなく，初回発注分の納入価格を通常納入価格の半額とし

ていた。 

 

２ 物流取引 

 

購入・利用強制 

 

⑴ 食品製造業を営むＨは，発注担当者から，取引先物流事業者に対し，Ｈが販売する

クリスマスケーキの購入を要請していた。 

 

従業員等の派遣の要請 

 

⑵ 物品賃貸業を営むＩは，取引先物流事業者に対し，レンタル物品をＩの顧客の下か

らＩの下まで運送することを発注内容としているにもかかわらず，Ｉの顧客の下で，

発注内容にはないレンタル物品の収集等の追加作業について，無償で従事するよう要

請していた。 

 

支払遅延 

 

⑶ 飲食料品の卸売業を営むＪは，取引先物流事業者に対し，Ｊの社内の事務処理が遅

れたこと等を理由に，あらかじめ定めた支払期日を超過して運送代金を支払っていた。 

 

減額 

 

⑷ 木材製造業を営むＫは，取引先物流事業者に対し，「協力費」と称して毎月の請求

金額に対して一定率を乗じて得た額を運送代金から減額するよう要請していた。また，

運送代金を振り込むに際し，銀行振込手数料の実費を超過する額を運送代金から減額

していた。 

 

⑸ 物品賃貸業を営むＬは，取引先物流事業者に対し，実走行距離に応じて運送代金を

支払っているところ，同一運送区間について道路事情等のため前回委託時の実走行距

離よりも実走行距離が増加した際，当該増加分に相当する額を減額するよう要請して

いた。 

 

その他 

 

⑹ 土石製品製造業を営むＭは，取引先物流事業者に対し，期間１３５日の手形を交付

していた。 
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⑺ 物品賃貸業を営むＮは，取引先物流事業者に対し，レンタル物品をＮの下からＮの

顧客の下まで運送することを発注内容としているところ，Ｎの顧客の都合により待機

させ，発注内容を変更したにもかかわらず，無償で待機するよう要請していた。 

 

３ 宿泊業者に対する納入等取引 

 

 購入・利用強制 

 

⑴ 宿泊業を営むＯは，購買担当者から，取引先事業者に対し，Ｏの運営するホテルに

おいて開催するディナーショー等のチケットの購入を要請していた。 

 

協賛金等の負担の要請 

 

⑵ 宿泊業を営むＰは，Ｐの運営するホテルにおいてブライダルフェアを開催するに際

し，取引先事業者に対し，算出根拠を明確にすることなく，また，ブライダルフェア

に係る経費のほとんど全ての額に相当する協賛金の負担を要請していた。 

 

その他経済上の利益の提供の要請 

 

⑶ 宿泊業を営むＱは，取引先事業者に対し，Ｑの従業員のボウリング大会及び従業員

研修旅行で使用する景品を無償で提供するよう要請していた。 

 

減額 

 

⑷ 宿泊業を営むＲは，取引先事業者に対し，１００円以下の端数を，また，毎月の仕

入代金に対して一定率を乗じて得た額をそれぞれ支払代金から減額するよう要請して

いた。 

 

４ 卸売業者に対する納入取引 

 

購入・利用強制 

 

⑴ 包装資材の卸売業を営むＳは，購買担当者から，取引先事業者に対し，タオル，カ

レンダー等の年末年始用粗品の購入を要請していた。 

 

協賛金等の負担の要請 

 

⑵ 飲食料品の卸売業を営むＴは，Ｔの取引先小売業者がセールを行うに際し，取引先

納入業者に対し，協賛金を負担する取引先納入業者と負担しない取引先納入業者とで

セール内容に差を設けていないにもかかわらず，協賛金額の具体的な算出根拠のない

まま一定額の協賛金の負担を要請していた。 

 

 

  



 

 7

５ 飲食業者に対する納入等取引 

 

購入・利用強制 

 

⑴ 飲食業を営むＵは，購買担当者から，取引先事業者に対し，Ｕが販売するお節料理，

恵方巻き等の季節商品の購入を要請していた。 

 

その他経済上の利益の提供の要請 

 

⑵ 飲食業を営むＶは，取引先事業者に対し，Ｖの運営する飲食店において開催するイ

ベントで使用する景品を無償で提供するよう要請していた。 

 

６ その他の取引 

 

購入・利用強制 

 

⑴ 娯楽業を営むＷは，取引先事業者に対し，Ｗの運営する娯楽場の前売券について，

年間の取引額に応じて枚数を割り当てて一方的に送付して購入を要請していた。 

 

協賛金等の負担の要請 

 

⑵ 娯楽業を営むＸは，取引先事業者に対し，Ｘの従業員の研修旅行に充てるための協

賛金の負担を要請していた。 

 

⑶ 冠婚葬祭業を営むＹは，自己の運営する施設においてイベントを開催するに際し，

取引先事業者に対し，算出根拠について明確にすることなく協賛金の負担を要請して

いた。 

 

その他経済上の利益の提供の要請 

 

⑷ 娯楽業を営むＺは，取引先事業者に対し，Ｚの運営する娯楽場で開催するイベント

で店頭を装飾する花を無償で提供するよう要請していた。 

 

 





 

 

平成２８年度の農業分野における取組状況 

 

 

１ 情報提供窓口の運用状況 

公正取引委員会は，平成２８年４月，今後，農業分野において一層の競争の確保が重

要であるという認識の下，「農業分野における独占禁止法違反被疑行為に係る情報提供

窓口」を設置し，同分野における，農業者，商系業者等からの独占禁止法違反被疑行為

に係る情報を広く受け付けることとしている。窓口設置以降，平成２９年３月末までに，

合計６８件の情報が寄せられた。 

当委員会においては，今後，本窓口の更なる周知徹底を図るなどして，より効率的な

情報収集ができるよう取り組んでいくこととしている。 

 

２ 農業分野タスクフォースの取組状況 

公正取引委員会は，平成２８年４月，上記の認識の下，農業分野タスクフォースを設

置し，同分野における独占禁止法違反被疑行為に係る情報に接した場合に効率的な調査

を実施することとしている。 

平成２８年度には，１件の法的措置，及び５件の注意を行ったところ，その内容は以

下のとおりである。 
 
⑴ 法的措置 

土佐あき農業協同組合は，なすの販売を受託することができる組合員を支部員又は支部園芸部

から集出荷場の利用を了承された者に限定していたところ，次のとおり，組合員からなすの販売

を受託していた。 

① 自ら以外の者になすを出荷したことにより支部園芸部を除名されるなどした者からなすの

販売を受託しないこととして，なすの販売を受託していた。 

② 支部員が集出荷場を利用することなく農協以外への出荷を行った場合に徴収される系統外

出荷手数料（農協以外の事業者に対する販売金額の３．５％）について，自らの販売事業の

経費（農協職員の人件費等）に充当していた。 

③ 支部園芸部の定めた罰金等を収受し，これを系統出荷が行われたなすに関して自らが控除

する諸掛預り金と同様に販売事業に係る経費に充てていた。 

（平成２９年３月２９日 排除措置命令（拘束条件付取引）） 

 

⑵ 注意 
Ａ県経済連は，農産物の加工販売，生活用品の共同購入等を行っているところ，購買担当者か

ら，納入業者に対し，ジュース等の購入を要請し，また，農業協同組合の組合員向けに配布する

共同購入品のカタログに係る製作費について，算出根拠を明確にすることなく，協賛金の負担を

要請していた。 

 
Ｘ県が開発して品種登録したブランド米Ｐを生産するためには，同県に申請して生産者の認定

を受ける必要があるところ，Ｂ農業協同組合は，同組合を通じて申請する組合員を募集するに当

たり，ブランド米Ｐについては「カントリーエレベータでの集荷」と記載した案内を配布し，同

組合への出荷が条件であるかのように通知していた。 

 
Ｙ県が開発して品種登録したブランド米Ｑを生産するためには，同県に申請して生産者の認定

を受ける必要があるところ，Ｃ農業協同組合及びＤ農業協同組合は，それぞれ，同組合を通じて

申請する組合員を募集するに当たり，ブランド米Ｑの全量を各農協に出荷する旨を記載した案内

を配布し，また，Ｅ農業協同組合は，同組合を通じて申請する組合員を募集するに当たり，ブラ

ンド米Ｑについては「農協が指定する倉庫へ出荷」と記載した案内を配布し，いずれの農業協同

組合も，組合への出荷が条件であるかのように通知していた。 

 

別添３



平成２８年度における
独占禁止法違反事件の処理状況

（概要）
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公正取引委員会
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◆排除措置命令は１１件

１

排除措置命令・課徴金納付命令

◆課徴金額は約９１億円
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排
除
措
置
命
令
件
数
（
件
）

価格カルテル 入札談合（官公需）
受注調整（民需） 私的独占
不公正な取引方法 その他

対象事業者等の数



入札談合

２

社会的ニーズに対応した多様な事件への対処

農業協同組合による
拘束条件付取引

なす
再販売価格
の拘束

キャンプ用品

不当な利益による
顧客誘引

教科書

競争者に対する
取引妨害

ブルーレイ
ディスク 価格カルテル

壁紙

防衛装備庁が発注す

る作業服，戦闘服 証券会社による
受注調整

欧州国債

◆ 平成２８年度に公正取引委員会が取り扱った事案において対象

となった商品・役務

入札談合

消防救急
デジタル
無線機器

受注調整

電力保安
通信用

機器/設備

入札談合

東日本大震災
に係る舗装災
害復旧工事

入札談合

施設園芸用施設
の建設工事



◆ 優越的地位の濫用行為には厳正に対処するほか，未

然防止の観点から効率的かつ効果的に処理

 「優越的地位濫用事件タスクフォース」を設置し調査

⇒問題の見られた小売業者，宿泊業者，卸売業者等に注意

３

優越的地位の濫用行為への対処

年度
（平成）

２４ ２５ ２６ ２７ ２８

注意件数 ５７件 ５８件 ４９件 ５１件 ４８件



◆ 未然防止の観点からの迅速な対処

 酒類，石油製品，家電製品等の小売業に係る申告は，

原則２か月以内に処理する方針

 不当廉売につながるおそれがある事案に対し注意

４

不当廉売への対処

年度
（平成）

２４ ２５ ２６ ２７ ２８

酒類 １，１２３件 ８４７件 ６３５件 ４９０件 ４２０件

石油製品 ４２６件 ４５２件 ３２６件 ３４１件 ７３２件

家電製品 １２１件 ２９件 ３件 ３件 １件

その他 ６６件 ３８件 １８件 ７件 ２件

合計 １，７３６件 １，３６６件 ９８２件 ８４１件 １，１５５件



５

農業分野における取組

農業協同組合の共同販売行為に関連して，独占禁止法違反
として法的措置を採った初めての事案

 土佐あき農業協同組合が，組合員からのなすの販売の受託に関し，
組合員の事業活動を不当に拘束する条件を付けて，取引していた。

⇒ 排除措置命令（平成２９年３月２９日）

農業分野における独占禁止法違反被疑行為に係る取組

農協ガイドライン
の策定

農業分野タスク
フォースの設置

農業分野における
専用の情報提供
窓口の設置

（平成２８年４月１５日）



６

ＩＴ・知的財産分野における取組

 アマゾンジャパン合同会社が，Amazonマーケットプレイスの出品者との間の契約に
おいて，当該出品者の商品の販売価格を他の販売経路以下にしなければならないな
どとする条件を定めることにより，当該出品者の事業活動を制限している疑いがあっ
た。

⇒ アマゾンジャパン合同会社から，上記の条件の撤廃等を内容とする措置の申出
（平成２９年６月１日公表）。

 ワン･ブルー･エルエルシーが，自己と我が国における記録型ブルーレイディスクの

取引において競争関係にある事業者とその取引の相手方との取引を不当に妨害して
いた。

⇒ 独占禁止法違反を認定（平成２８年１１月１８日公表）

ＩＴ分野における独占禁止法違反被疑行為に係る取組

ＩＴタスクフォース
の設置

ＩＴ・デジタル関連分野に
おける情報提供窓口の設置

（平成２８年１０月２１日）

知的財産分野における独占禁止法違反被疑行為に係る取組知的財産分野における独占禁止法違反被疑行為に係る取組

知的財産ガイドライン
の策定

知的財産タスクフォース
の設置



７

事業者団体・発注者等への要請・連絡・申入れ

◆ 調査した事件において，競争政策上必要な措置を講じるべきと判
断した事項について，事業者団体・発注者等に要請・連絡・申入れ

事業者団体・発注者等 要請・連絡・申入れの内容

一般社団法人
教科書協会

義務教育諸学校で使用する教科書の発行者が，不当な利益による顧客誘引の疑いの
ある行為を行っていた。
⇒ 今後，教科書協会の会員が同様の行為を行わないよう，同協会に対し，次の事項
を要請した。
①同協会が策定中の「教科書発行者行動規範」の内容について，公正取引委員会

と十分協議することを要請。
②同協会による「教科書発行者行動規範」の策定後の周知方法及び遵守状況に係

る監査方法について，公正取引委員会と十分協議することを要請。

消防救急デジタル
無線機器の発注者

消防救急デジタル無線機器の入札等の一部において，①特定の製造販売業者の仕
様を発注仕様書等に記載していた，②特定の製造販売業者が，指名業者，入札参加資
格条件，発注方法の選定等に関与しているほか，指名業者又は入札参加申請業者を把
握していた疑いのある事実が認められた。
⇒ 今後そのようなことがないように留意するよう連絡。

公益社団法人
みやぎ農業振興公社

みやぎ農業振興公社の担当者が，同公社が設計管理支援業務又は入札事務を受託
した施設園芸用施設工事の入札の実施に当たり，入札の前に特定の工事業者に対し，
工事の予定価格の基となる工事積算金額又は相指名業者の名称を教示していた。
⇒ 同様の行為が再び行われることのないよう適切な措置を講ずることを申入れ。



 
 
  
 
 
 

 

 

 

平成２８年度における独占禁止法違反事件の処理状況について（ポイント） 
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◆ 壁紙の販売業者による価格カルテル事件 

（平成２９年３月 排除措置命令及び課徴金納付命令） 

◆ 中部電力株式会社が発注するハイブリッド光通信装置の製造販売業者に

よる受注調整事件 

（平成２９年２月 排除措置命令及び課徴金納付命令） 

◆ 東日本高速道路株式会社関東支社が発注する東日本大震災に係る舗装災

害復旧工事の入札参加業者による入札談合事件 

（平成２８年９月 排除措置命令及び課徴金納付命令） 

国民生活に影響の大きい価格カルテル・入札談

合・受注調整に厳正に対処（課徴金額約９１億円） 

中小事業者等に不当な不利益をもたらす優越的

地位の濫用や不当廉売などに迅速に対応 

○価格カルテル 

○入札談合（官公需） 

○受注調整（民需） 

○優越的地位の濫用 

・優越的地位濫用事件タスクフォースによる効率的かつ効果的な審査 

・平成２８年度は４８件の注意 

○不当廉売 

・酒類，石油製品，家庭用電気製品等の小売業について１，１５５件の注意

 

農業分野，ＩＴ・知的財産分野における独占禁止

法違反被疑行為に係る取組及び厳正な対処 

・農協ガイドラインの策定 

・「農業分野タスクフォース」の設置 

・農業分野における専用の情報提供窓口の設置（平成２８年４月） 

◆ 土佐あき農業協同組合による拘束条件付取引事件（平成２９年３月 

排除措置命令） 

 

 

 

 

・「ＩＴタスクフォース」の設置 

・ＩＴ・デジタル関連分野における情報提供窓口の設置（平成２８年１０月）

 ◆ アマゾンジャパン合同会社が条件を定めることにより，Amazon マ

ーケットプレイスの出品者の事業活動を制限している疑いがあった

として調査を行い，同社から，当該条件の撤廃等を内容とする措置の

申出（平成２９年６月 公表） 

 

 

 

・知的財産ガイドラインの策定 

・「知的財産タスクフォース」の設置 

◆ ワン・ブルー・エルエルシーによる記録型ブルーレイディスクの 

取引妨害事案（平成２８年１１月 公表）

◆ 東日本高速道路株式会社東北支社が発注する東日本大震災に係る舗装災

害復旧工事の入札参加業者による入札談合事件 

（平成２８年９月 排除措置命令及び課徴金納付命令） 

◆ 防衛装備庁が発注するビニロン又は難燃ビニロンを材料として使用する 

繊維製品の入札参加業者による入札談合事件 

（平成２９年３月 排除措置命令及び課徴金納付命令） 

◆ 中部電力株式会社が発注する伝送路用装置の製造販売業者による受注調

整事件 

（平成２９年２月 排除措置命令及び課徴金納付命令） 

◆ 地方公共団体等が宮城県又は福島県の区域を施工場所として発注する施

設園芸用施設の建設工事の工事業者による入札談合事件 

（平成２９年２月 排除措置命令及び課徴金納付命令） 

◆ 消防救急デジタル無線機器の製造販売業者による入札談合事件 

（平成２９年２月 排除措置命令及び課徴金納付命令） 

◆ 東京電力ホールディングス株式会社が発注する電力保安通信用機器の製

造販売業者による受注調整事件 

（平成２８年７月 排除措置命令及び課徴金納付命令） 

農業協同組合の共同販売行為に関連して，独占禁止

法違反として法的措置を採った初めての事案

＜農業分野＞ 

＜ＩＴ分野＞ 

＜知的財産分野＞ 
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